




































要約

 国公立の総合病院を主とした一般病院を中心に、遺伝相談の実態についてアンケート調

査を行い、今後いかなるネットワークが構築されるべきかを検討した。

リサーチクエスチョンとして次の 2点を設定した。

(1)現在遺伝相談を行っている一般病院の実態を把握する。

(2)一般病院が遺伝相談の全国的ネットワークにおける地域ブロックの二次機関として機

能するために必要なシステムと問題点。

  アンケート調査の結果では、都道府県による違いはあったものの、遺伝相談を行ってい

る施設は各地方に存在し、一部ではすでに地域の中核センターとしての役割を担っていた。

しかし、多くの施設では担当の医師が一人で、所属科の診療の一部として、比較的少ない

件数を扱っているにすぎなかった。このような状況で、今後増大が予想される遺伝相談の

需要に対応していくには、カウンセラー同士の連携が不可欠であり、ネットワークの構築

は急務であるといえる。その際に、遺伝相談のカウンセラーには高い専門性と共に倫理性

が強く求められる為、充分な教育、研修が必要であることは言うまでもないが、同時に遺

伝相談サービスが、医療の中で不可欠の分野であることが認識され、保険適応という形で

評価されるべきものと考えられた。


